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被災経験から学んだ 

医薬品の確実な配送体制の整備 

 

■取組主体 株式会社メディパルホールディングス ■取組の実施地域 北海道、東北、関東、東京、中部、近畿

■業種 卸売業、小売業 ■取組関連 URL http://www.medipal.co.jp/ 

 

  取組の概要                                                 
医薬品のサプライチェーン全体に対する取組 

 医薬品卸事業者である株式会社メディパルホールディングスは、医

療機関に対する医薬品の配送、医薬品や副作用等に関わる情報の提

供・収集を行っている。 

 同社グループでは、平成 7年の阪神・淡路大震災において従業員の

犠牲者や社屋の倒壊を経験したことから、その後直ちに災害対策の

マニュアルづくりを開始し、小回りのきく医薬品の配送に向けたバ

イクの配備等を進めた。その後、免震機能や自家発電装置を備え

た災害に強い物流拠点整備に取り組み、東日本大震災時において

も、物流機能の継続を図ることが出来た。 

 一方で東日本大震災の際には、営業所の被災や車両の燃料の不足が生じたことから、営業所への自

家発電装置の導入や物流拠点でのガソリン供給設備の整備等について、現在順次進めている。 

 

  取組の特徴                                                 
阪神・淡路大震災の経験から物流拠点を強靱化 

 同社は医療用医薬品等、主に生命関連商品を扱う卸売事業者であり、平時・災害時を問わず商品を

安定供給することを重視している。この姿勢を強く持ったきっかけは、平成 7年の阪神・淡路大震

災の経験であった。当時、同社の本社は神戸市内にあり、会社や社員が被災した中で必要とされる

医薬品をいかに届けるかに苦心した。同社はこれらの教訓を活かし、災害対策マニュアルや災害対

策本部の組織体制の整備等を行うとともに、ハード面においては、緊急配送用バイクの設置、安否

確認システムの導入、情報システムの二重化等を順次進めてきた。 

 また、平成 12 年～平成 17 年にかけての度重なる企業再編により全国規模となった同社は、ネット

ワークの広域化への対応の必要性から、BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）への意識

をより強くした。平成 21 年以降に整備を進めてきた最新鋭の「医薬品物流センター」については、

高機能かつ免震機能や自家発電装置を備えた施設とするなど、災害に強い体制へと切り替える活動

【物流施設における自家発電装
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をしていた。このような大きな投資を伴う「備え」は業界では前例がなく、「そこまで本当にやる必

要があるのか？」との声もあった。しかし、平成 23 年に東日本大震災が起きた際には、この備えが

有効に機能し、「止めない物流」として事業を継続、医薬品流通を支えるインフラとしての機能を果

たした。 

 

支店や営業所にも非常用電源を導入 

 同社では物流センターに加え、全国に 145 ヵ所ある支店や営業所にも今後 5年で非常用電源を導入

することとしている。これにより、停電時にも在庫確認、温度管理及び出荷システムを動かし続け

るとともに、物流センターに配送を指示することが可能となることを目指している。また、営業拠

点にある医薬品倉庫についても、強い揺れに耐えられるように免震設備も順次取り入れている。 

 

配送用燃料が不足する事態を解消するために 

 同社では東日本大震災の際に、ガソリンや軽油の給油が困難になり、医薬品等の納品に支障をきた

すことを経験した。 

 同社の車両は、緊急災害車両として優先的にガソリンを確保できたものの、営業配送車両や社員の

通勤用車両用のガソリンの補給が困難であった。当時、物流施設の自家発電設備への燃料補給ルー

トは確保してあったが、車両用のガソリンや軽油については対応が遅れていたことが明らかになっ

た。 

 このため、同社では、東日本大震災の以前から採用していた免震構造・免震設備や 72 時間以上稼働

できる自家発電装置の設置に続き、物流拠点に自家給油設備を設置することを計画し、安全・安心

で便利な流通に取組むための施策の一つとした。 

 平成 26 年 11 月、同社の神奈川 ALC（Area Logistic Center：エリア・ロジスティクス・センター）

に自家給油設備を設置し、12 月より稼動した。給油対象となる車両は 310 台である。自家給油設備

のタンク容量は 4万リットルで、最低７日間の備蓄機能を持つ。今後、愛知県や大阪府のセンター

にも設置を予定しており、医薬品卸事業者として医薬品をいかなる時でも安定的かつ確実に供給す

る流通体制の整備を急いでいる。 

 

  平時の活用                                                  
燃料の安定調達 

 自家給油設備は平時の燃料補給にも活用されている。 

 同社の物流センターにガソリン・軽油を常時備蓄できるように日常の調達ルートを確保しており、

このことが災害など有事の際の調達先の確保と安定調達につながる。 
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  防災・減災以外の効果                                           
コスト削減につながる 

 ガソリン・軽油を一括調達することで、大量購入による燃料費削減の効果がみられる。例えば神奈

川、愛知、大阪の 3センター合計の推定燃料使用量は 23 万リットルであり、5～10％程度のコスト

削減（年間 4千万円程度）を見込んでいる。 

 

  周囲の声                                                   
 グループ会社である株式会社メディセオは、同業の医薬品卸事業者 4社とともに、横浜市と「災害

時における医薬品の供給協力に関する協定」を平成 26 年 10 月 3 日に締結した。震災などの災害時

に、横浜市の要請に応じて、医薬品（点滴、麻酔薬、慢性疾患薬等）、衛生材料（ガーゼ、包帯、マ

スク等）、医療器具（メス、針、注射針等）等を、同市が指定する場所に供給する。また、平時から

自治体との協力体制の確認や合同訓練を行い、災害の状態に応じた医薬品等の迅速な供給ができる

よう備えている。 

 医薬品は、災害の規模や態様によって必要となる種類や量が異なり、また有効期限があることから、

自治体が購入・管理する備蓄には限界があった。医薬品卸事業者と協定を締結したことで、医薬品

等の購入・廃棄の費用を縮減できただけでなく、必要に応じて供給でき、途切れることなく医療を

行える体制を整えることができた。今後は合同訓練等を通じて、更に実践的な連携を図っていきた

い。（地方公共団体） 

 

 


